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２００６年１０月６日から９日に北
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Abstract

A heavyrainfallcausedbyaseveredepressionoccurredinnorthernJapanfrom
October６to９,２００６.Basedondatafrom theJapanMeteorologicalAgency,the
highest１-hourprecipitationrecordssince１９７９ wererevisedat０observatories,the
highest２４-hourprecipitationrecordswererevisedat１５ observatories,andthehighest
４８-hourprecipitationrecordswererevisedat３０ observatoriesasaresultofthis
rainfall.Duetothisheavyrainfall,１，３１４ houseswereinundated.Onepersonwas
killedbythedisasterinKuzumakitown,Iwateprefecture.Heevacuatedfrom his
housetopublicshelterafterevacuationcounsel.However,hewentoutfromtheshelter
beforecancellationoftheevacuationcounsel,andhefelltoriveranddied.Heis
presumedtohavediedonOctober７,sotheneighborhadnoticedhismissingon
October１０.Hedidnothaveafamily,andfarmedonlyforhimself.Itispossiblethat
hislifestylecausedthedelayinacknowledgmentofmissing.Wemustdraw attention
tothevulnerabilityofsinglehouseholdfordisaster.Accordingtothedatabaseof１５４
victimscausedbyresentheavyrainfall,therewere４victimswhowentoutshelter
beforecancellationoftheevacuationcounselanddied.Namely,thistypevictim isnot
rarecase.Theyhadworriesabouttheirhouseandothers.Communicationofdisaster
informationisnecessarynotonlytoresidentsathomebutevacuatedpersons.
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１．はじめに
近年，特別警戒水位の設定，避難勧告準備情報

の導入，水位関係用語の見直しなど，豪雨防災の
ための情報や制度の整備が進んでいる。これら対
策は，情報整備により早期避難を促し，避難に時
間を要する災害時要援護者などを支援し，被害の
軽減をはかるといった方向を目指しているように
思われる。２００４年の新潟・福島豪雨などを代表例
として，「避難勧告の発令・伝達の遅れ」がマスメ
デイア等で強く指摘されることは珍しくない。ま
た，犠牲者に高齢者の占める率が高いことも事実
である。しかし，犠牲者の死亡状況を精査する
と，「（行動の不自由な）災害時要援護者が逃げお
くれ，洪水によって死亡した」というケースはむ
しろ少数であることが，林・田村（２００５），牛山
（２００５）などによって指摘されている。人的被害軽
減のためには，犠牲者が死亡するに至った要因を
明らかにし，その要因を解消するための方策を立
てる必要がある。しかし，豪雨災害犠牲者の死亡
要因に関する分析は，１９８２年長崎豪雨時のいくつ
かの検討（松田ら，１９８４）以降，必ずしも充分に
は行われておらず，現代の環境下での実態把握の
蓄積が必要である。
２００６年１０月６日から９日にかけて，発達した低

気圧により，東北，北海道地方の各地で豪雨が発
生した。この災害の際に，岩手県葛巻町で１名が
川に流され，溺死した。この犠牲者の死亡状況か
らは，一旦避難したあとに被災していること，行
方不明であることが覚知されるまでに３日近くを
要したことなど，近年の豪雨災害の中であまり注
目されていない防災上の問題が示唆された。本研
究では，まずこの災害の特徴と，犠牲者の発生経
緯について概観する。その上で，筆者が２００４年以
降行ってきた１５４名の豪雨災害犠牲者に関する情
報と比較し，この犠牲者の類似例について整理す
る。最後に，同様な犠牲者を軽減する上での方策
について，災害情報の観点から考察を行う。

２．災害の概要
２．１ 気象概況
２００６年１０月上旬前半の日本付近の気圧配置は，

本州南岸沖に停滞前線（秋雨前線）があり，台風
１６号の接近にともなって１０月４日頃から前線の活
動が活発化した。１０月６日，紀伊半島沖の停滞前
線上に，台風とは別に低気圧が発生して急速に発
達し，７日から８日にかけて更に発達しながら本
州東方沖，北海道東方沖を通過し，東北地方太平
洋側，北海道東部などに豪雨と強風をもたらし
た。この結果１０月上旬の降水量は，北海道・東北
の太平洋側では，平年比４１５％に達した（気象庁，
２００６）。

２．２ 降水量分布および過去の豪雨との比較
今回の低気圧による降水量分布を図１に示す。

全国のAMeDAS観測所のうち，統計期間２０年以
上の観測所を対象として集計したところ，１０月６
日から８日の間に１時間降水量の１９７９年以降最大
値更新観測所は０ヶ所，２４時間降水量が１５ヶ所，
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図１ ２００６年１０月８日２４時の７２時間降水量分布
気象庁データのみを使用．点（・）は観
測所位置。
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４８時間降水量が３０ヶ所，このうち，２４時間・４８時
間ともに更新した観測所は１２ヶ所だった（図２）。

この更新観測所数は，近年の主要な豪雨災害と比
較してもけして少なくなく（表１），東北，北海道
地域としては大きな降水量が広範囲で記録され
た。
今回の豪雨は，降水継続時間が長く，長時間の

降水量が比較的大きかったのに対して，１時間降
水量はそれほど大きくなかった事が特徴である。
図３に，袖山と佐呂間（常呂郡佐呂間町）の降水
量の推移を示すが，１０月６日から８日の最大１時
間降水量は袖山が２３mm，佐呂間で１１mmに過ぎ
ず，両観測所の１９７９年以降最大１時間降水量記録
の４２mm，３７mmに及ばない。すなわち，災害事
象の進展が比較的緩慢ではあったが，警戒すべき
状態が長く続いたイベントであったと理解され
る。

２．３ 被害状況
近年の顕著災害時には，総務省消防庁による全
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図３ 主要観測所の降水量
細線は４８時間降水量，太線は４８時間降水量の１９７９年以降最大値。

表１ １９７９年以降最大値を更新したAMeDAS観
測所数（統計期間２０年以上）

４８時間
降水量
（カ所）

２４時間
降水量
（カ所）

１時間
降水量
（カ所）

事例名

３３３２９２００２年台風６号
８１０３平成１６年新潟豪雨
３０３０１２００４年台風２３号
６４５６０２００５年台風１４号
６２２２５平成１８年７月豪雨
３０１５０今回事例

図２ ７月１８～２３日に降水量最大値を更新した
観測所
統計期間１９７９年～２００６年で，２０年以上の
観測値が得られる観測所が対象。▲：２４
時間降水量および４８時間降水量最大値を
更新，●：４８時間降水量最大値を更新，
■：２４時間降水量最大値を更新，＋：１
時間降水量最大値を更新。
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国の被害状況に関する集計が，同庁webで公開さ
れることが一般的である。しかし，今回の災害で
はこの集計が行われなかったため，東北，北海道
の各道県庁webを参照し，公表されている被害
（北海道，２００６；青森県，２００６；岩手県，２００６；宮
城県，２００６；山形県，２００６；福島県，２００６）を集
計した。集計日時はそれぞれ異なるが，２００６年１２
月末現在で公表されている最新の値を用いた。な
お，東北各県の内，秋田県は被害集計が公表され
ていなかった（報道で見る限りでは，被害が軽微
だったと思われる）。
この低気圧による東北６県および北海道の被害

は，死者１名，住家の全壊０棟，半壊１３棟，一部
損壊１，０８４棟，床上浸水２７２棟，床下浸水１，０４２棟
などとなった（表２）。
家屋被害では，全半壊がほとんど生じておら

ず，人的被害に直接結びつくような現象があまり
発生しなかったものと思われる。
浸水被害は床下，床上合わせて１４００棟弱となっ

たが，全国の浸水被害の合計が，１４００棟以上と
なった事例は，２０００年から２００４年の５年間に限定
しても１９事例以上あり（国立天文台，２００６），それ
ほど大きな被害とは言えない。気象庁の異常気象
報告（各地方気象台等が災害事例毎に作成）をも
とに集計すると，岩手県で床上浸水９０棟以上の事
例は１９７１年以降１６事例みられる。北海道の被害は
根室支庁管内（床上浸水２８棟），網走支庁管内（同
３４）などが中心だが，たとえば網走支庁管内で床
上浸水３０棟以上は１９７１年以降４事例記録されてい

る。広範囲で長時間降水量記録が更新されたが，
被害はそれほど記録的なものにならなかった。

３．岩手県葛巻町における人的被害
３．１ 発生状況
今回の豪雨では，広範囲・多数の人的被害は発

生しなかったが，岩手県葛巻町では１名の人的被
害が生じた。葛巻町付近では，１０月６日２０時３２分
に大雨・洪水警報が出された（図４，図５）。７日
１１時００分に元町地区などに避難勧告が出され，消
防団などによる避難の呼びかけが始まった。葛巻
町役場での聴き取りによると，当初，避難者は茶
屋場自治会館に避難していたが，元町川の水位上
昇により同会館にも浸水の危険性が出たため，７
日１４時から１５時頃，約１km西側の象鼻会館へ避
難所が移されたとのことである。７日１６時４５分に
は，茶屋場自治会館のある茶屋場地区，四日市地
区の一部などにも避難勧告が拡大され，翌８日８
時１０分に町内全域で解除となった。
犠牲者となったのは，同町元町地区在住の６２歳

の男性である（以下，Aと呼ぶ）。葛巻町役場およ
び岩手警察署葛巻駐在所での聴き取りによると，
Aは，避難勧告後に消防団の車に同乗して茶屋場
自治会館に避難し，その後避難所の移設に伴い，
象鼻会館に移動したことが確認されている。７日
１９時頃に象鼻会館内にいたのが目撃されている
が，その少し後に避難者に対する夕食が出された
ときには既に姿がなかったようである。避難所は
翌日まで開設されていたが，Aは宿泊しなかった
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表２ 主な県別の被害

床下
浸水
（棟）

床上
浸水
（棟）

一部
破損
（棟）

半壊

（棟）

全壊

（棟）

死者・
不明者
（人）

２５６７２５６２４００北海道
１６０５０２０００青森県
２０２９２１６６２０１岩手県
４１２５４３４７７００宮城県
００００００山形県

１２４７０００福島県
１，０４２２７２１，０８４１３０１６道県の合計

各県公表の資料による。岩手県の死者１名は岩手県の資料に含まれていないが，筆者の調査から明らかに
今回の豪雨に伴う死者と判断されたので，本表に収録した。
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写真１ 災害翌日の葛巻町元町付近
図６のA地点付近。２００６年１０月８日筆
者撮影。中央部付近で元町川が溢水
し，洪水流が水田を流下している。左
の水路は元町川の支流。

写真２ 犠牲者自宅付近
図６のB地点付近。２００６年１０月１７日筆
者撮影。川は元町川。仮復旧されてい
るが，道路の土砂を積み上げた部分は
災害時には浸食された。

図４ 葛巻町の被災現場付近略図

図５ AMeDAS葛巻の降水量と葛巻町における状況
AMeDAS葛巻（気象庁葛巻地域気象観測所）は，葛巻町役場敷地内に設置．避難勧告時刻などは，葛
巻町（２００６）による。
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模様である。Aは独居者だったためか，行方が分
からなくなったことに気づく人がいなかった。１０
日になって親戚が役場職員と共にA宅を訪問し，
姿が見えないことを確認し，同日１０時３０分頃に警
察へ通報した。その直後から捜索が開始され，１１
日９時５０分頃，自宅から約７．５km離れた馬淵川右
岸で遺体となって発見された。
避難所の置かれた象鼻会館と，A宅付近を結ぶ

主要な道路は国道２８１号線であるが，当日冠水区
間などはなく，特に支障なく通行できる状態で
あった。A宅は国道２８１号線から元町川を挟んだ
対岸にあった。１０月１７日の筆者の現地踏査（図６）
によると，A宅に通じる車道は２方向あったが，
両方向とも元町川の氾濫により路肩が浸食された
区間や，道路全体に土砂が堆積した区間，落橋が
あった。また，A宅東側の耕地にも洪水流の流下
痕跡があった。葛巻町中心部にある馬淵川の田子
水位観測所の最大水位は７日１９時に記録されてお
り（葛巻町，２００６），Aが最後に所在を確認された
時刻頃に，A宅に接近することは，極めて困難
だったと思われる。避難所を出たあとのAの行動
はまったく分からないが，仮に自宅の様子を見に
行ったのだとすると，どのような経路をとったと

しても，洪水流に巻き込まれる可能性があったと
思われる。

３．２ 近年の豪雨災害犠牲者との比較
（１）利用資料
Aの被災形態の特徴としては，①避難したにも

かかわらず遭難していること，②行方不明の覚知
に時間がかかったこと，の２点が挙げられる。同
様な被災形態が近年の他の豪雨災害で見られてい
ないか検討した。
用いた資料は，筆者が蓄積してきた近年の豪雨

災害による死者・行方不明者の遭難状況に関する
データベースで，新聞報道，行政機関の資料，現
地調査などをもとにしている。これまでに，２００４
年台風２３号による死者・行方不明者９６名（牛山，
２００５），２００５年台風１４号による同２９名（牛山・吉田，
２００６），２００６年の「平成１８年７月豪雨」による同２９
名（牛山・國分，２００７）の，計１５４名についての整
理が行われている。

（２）避難後に遭難した事例
まず，「避難したにもかかわらず遭難した犠牲

者」は，２００４年台風２３号災害時に，以下の４名が

２８４

図６ 犠牲者宅付近の略図
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確認された。
B：岐阜県高山市，４１歳男性。避難所から川の様

子を見に行くと外出し，行方不明（未発見）。
C：兵庫県豊岡市，７６歳男性。避難所が混雑して

いたので自宅へ戻り，自宅の浸水により溺死。
D：兵庫県但東町，４１歳女性。依頼され知人宅の

様子を見るため避難所より車で外出，川に転
落。

E：Dに同行した１７歳女性，Dの娘。
２００５年台風１４号，平成１８年７月豪雨災害では同

様な被災形態は認められなかった。４名とも避難
後に自らの判断で避難所を離れて遭難している。
また，いずれも自らの行動に不自由はなく，いわ
ゆる「災害時要援護者」とは考えられない点も，
Aと共通している。「避難したにもかかわらず遭難
した犠牲者」は，近年の豪雨災害の中でも例外的
な存在とは言えそうにない。

（３）行方不明の覚知に時間がかかった事例
「行方不明の覚知に時間がかかった犠牲者」とし
て，遭難から行方不明覚知までに１日以上を要し
たと推定される犠牲者を検索したところ，２００４年
台風２３号災害時に，以下の３名が確認された。
F：京都府舞鶴市，７７歳男性。
G：兵庫県出石町，５７歳女性。
H：兵庫県日高町，５７歳男性。
２００５年台風１４号，平成１８年７月豪雨災害では同

様な被災形態は認められなかった。各犠牲者の遭
難から覚知，遺体発見までの経緯を図７にまとめ
た。いずれの犠牲者も正確な遭難時刻は不明であ
り，図７では最終所在確認時刻から起算した経過
日数を示している。Aについては，最後に所在が
確認されたのが，ピーク水位が記録された頃であ
ることを考えると，最終所在確認時刻に近い時刻
に遭難した可能性が高そうである。FとHは，い
ずれも帰宅のため勤務先から出た２００４年１０月２０日

２８５

図７ 覚知が遅れた行方不明者の被災状況
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夕方が最終所在確認時刻である。帰宅に用いた自
動車が，流されて自宅から離れた場所で発見され
ており（遺体と自動車はそれぞれ別の場所），他に
も同じ時間帯に複数の遭難事例があることから，
最終所在確認時刻に近い時刻に遭難したものと判
断される。Gについては詳細がよく分からない。
このように，遭難から行方不明覚知までに時間

がかかるケースは近年の豪雨災害の中でもいくつ
か確認できる。しかし，他の犠牲者がおおむね遭
難から約１．５日で覚知されたのに対し，Aは覚知
に約２．５日を要し，明らかに所要時間が長い。
情報が得られた範囲内で，これら犠牲者の属性

をまとめると表３のようになる。全員に共通する
のは，自宅での遭難ではなく，屋外で移動中に遭
難している点である。一人暮らしである点も共通
している。Hは一人暮らしである事を明示する情
報は得られていないが，家族に関する記述も確認
されておらず，独居の可能性が高い。いわゆる「災
害時要援護者」とは考えられない点も共通してい
る。Fは７７歳と高齢だが，車で勤務先に通勤して
いることを考えると，要援護者とは考えにくい。
独居者は，行方不明になっても覚知されにくい

ことは明白であり，年齢にかかわらず，要援護
者，あるいは要援護者に準ずる脆弱性を持つ者と
考えるべきかも知れない。FとHには勤務先があ
り，出勤しないことを不審に思った勤務先からの
通報で不明が覚知された。Gは子息がおり，子息
からの通報で不明が覚知された。一方，Aは自営
（農畜産業）で家族もおらず，近所との交流もあま
りなかった模様である。独居という点は共通して
いるが，F，G，Hに比べ，より他者との接点が
少なかったとみなされる。このことが，行方不明
の覚知を遅くした可能性もある。

３．３ 災害情報による被害軽減の可能性
最後に，今回の犠牲者Aにみられた，「避難後の

遭難」，「行方不明覚知の遅れ」という被災形態に
対して，ソフト防災としての災害情報による軽減
の可能性について検討した。
Aの対応行動と，それぞれの判断を支援しうる

現存の災害情報の関係を図８に整理した。Aの場
合，自宅周辺は浸水したが（自宅は浸水していな
い），それより数時間以上前に避難勧告が出され，
避難の呼びかけに応じて避難している。すなわ
ち，豪雨・浸水等の発生から，避難完了までの対
応行動に関しては，災害情報は発表・伝達の遅れ
や途絶はなく必要な機能を果たしている。
Aが遭難するに至ったのは，避難後に避難所を

離れる何らかの不安要因があり（図８では仮に自
宅の状況に対する不安を挙げた），その要因を解
消する目的で「避難所を離れてもよい」との判断
を下し，行動したためと考えられる。避難後に遭
難した犠牲者B～Eについても，基本的にはなん
らかの不安要因があり，同様な判断を下したもの
と考えられる。
このような犠牲者の発生を防ぐ方策として，避

難者名簿を厳しく管理し，避難者が不用意に外出
しないようにする方法も考えられなくはない。し
かし，避難者以外にも多くの人が頻繁に出入りす
る避難所の実態を考えると，このような管理は現
実的とは思えない。避難者の不安要因を軽減させ
る情報整備を行うことなどの方が現実的である。
このような不安要因の解消，危険性のある判断の
抑止を支援しうる災害情報としては，避難所付近
の雨量情報，周囲の被害状況（より個別的には避
難者の自宅の状況）に関する情報などが考えられ
る。現在の災害情報は，避難前の住民を対象とし

２８６

表３ 覚知が遅れた行方不明者の属性

移動中
に死亡

自宅で
死亡

勤務先
あり

独居身体が
不自由

６５歳
以上

○××○××（A）岩手県葛巻町６２歳男性
○×○○×○（F）京都府舞鶴市７７歳男性
○××○××（G）兵庫県出石町５７歳女性
○×○不明××（H）兵庫県日高町５７歳男性
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たものが中心で，避難所の避難者に情報を伝える
制度やシステムはあまり整備されていない。しか
し，今回検討したように避難後の遭難事例はけし
て例外的な事例ではない。避難完了はゴールでは
なく，避難後の避難者に対する情報提供に関し
て，より充実させることを考えてもよいのではな
かろうか。「被害状況に関する情報伝達システム」
といっても，高度なものである必要はない。住宅
地図上に付箋紙を貼る程度のもので十分機能を果
たす。
もっとも，「周囲の被害状況」を把握するための

犠牲者が出ることは防がねばならない。犠牲者D
とEは，他人からの依頼にもとづいて，他人宅の
様子を見に行って遭難したと推定されている。「様
子を見に行く」のは，有効な連絡手段を持った防
災関係者に限り，連絡を頻繁に取るなど，細心の
注意が必要である。
また，より基本的な認識として，「避難勧告とは

避難を促すトリガー的な意味だけを持つ情報では

なく，避難勧告が出されている間は危険な状態が
継続していることを示す情報である」ということ
を理解しておくことも重要である。前述の，「避難
場所への被害状況の伝達」は，危険な状態が継続
していることを理解してもらう上でも役立つだろ
う。
「行方不明覚知の遅れ」に関しては，災害情報に
よる被害軽減は難しい。あえて挙げるとすれば，
安否確認ネットワークの充実が考えられる。安否
確認行動は，家族，職場（学校），地域社会などの
ネットワークで実行されると考えられるが，所属
しているネットワークが多いほど，万一の場合に
覚知される可能性が高くなる。３．２でも指摘した
ように，「要援護者＝高齢者」と固定的に考えず，
青壮年の独居世帯など，所属しているネットワー
クの少ない人のように，いわゆる要援護者以外に
も災害時の脆弱性を持つ者が存在することにも目
を向けていくべきであろう。

２８７

図８ 葛巻町犠牲者Aの対応行動と災害情報の関係
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４．まとめ
（１）２００６年１０月７日から８日にかけて発達した低

気圧が本州東方沖，北海道東方沖を通過して
豪雨と強風をもたらし，東北・北海道で死者１
名（他に船舶遭難により３３名），住家の半壊１３
棟，一部損壊１，０８４棟，床上浸水２７２棟，床下
浸水１，０４２棟などの被害を生じた。

（２）岩手県葛巻町では１名（６２歳男性）の人的被害
が生じた。避難勧告に応じて指定避難場所に
避難したが，１０月７日１９時頃以降行方不明と
なった。行方不明と覚知されたのは約２．５日後
の１０日午前で，翌日遺体で発見された。

（３）この犠牲者の特徴として，①避難したにもか
かわらず遭難したこと，②行方不明の覚知に
時間がかかったこと，が挙げられる。２００４年
以降の豪雨災害による犠牲者１５４名から同様な
被災形態を調べたところ，①は４名，②は３
名が抽出され，特異な事例とは言えない。た
だし，②はいずれも覚知までの時間が１．５日程
度であり，今回の犠牲者が群を抜いている。

（４）避難後に遭難した場合，早期の避難自体は実
行されており，早期の避難勧告による避難の
促進や，情報伝達システム整備などの対策だ
けでは軽減に結びつかない。また，いずれも
「要援護者」ではなく，要援護者支援の充実と
も関係がない。いずれの犠牲者も，何らかの
不安要因があり，その不安を自ら解消する目
的で避難所を離れており，不安要因を解消で
きる情報が提供されていれば，避難所を離れ
なかった可能性もある。周囲の状況に関する
情報を避難所でも得られるようにすることで，
このような危険な行動を抑止できる可能性が
ある。

（５）覚知が遅れた行方不明者は，いずれも「要援護
者」ではなく，「要援護者が人知れず遭難し，
発見が遅れた」といった状況ではない。共通す
るのは独居者だったことである。年齢等にか
かわらず，独居者は災害時に脆弱性を持つ存
在として，安否確認などの対策を講じてもよ
いのではなかろうか。高齢者など，典型的な
「要援護者」ばかりに目が向けられがちである

が，様々な形で脆弱性を持つ者が存在するこ
とにも注意が必要である。

（６）今回の事例は，２４時間，４８時間など長時間の
降水量が広範囲で更新されたが，１時間など
短時間降水量は大きくなく，比較的事態の進
展が緩慢な豪雨であったともみなせる。この
ことは早期の避難勧告や避難行動には好材料
であったが，避難後の緊張状態が長く続くと
いう側面もあったと思われる。緊張状態の長
期化は，今回の犠牲者のような「避難後の遭難
者」発生につながる可能性もあり，注意が必要
であろう。

謝 辞
本調査の実施に当たり，日本気象協会東北支局

からは貴重な情報のご提供をいただいた。現地調
査に際しては，葛巻町役場，葛巻駐在所，盛岡中
央消防本部葛巻分署，佐呂間町役場のご協力をい
ただいた。なお，本報告の一部は，岩手県立大学
学部等研究費，平成１８年度京都大学防災研究所一
般共同研究，平成１８年度東北建設協会共同研究，
平成１８年度科学研究費補助金「降水レーダを用い
た次世代土砂災害予警報システムの構築とその応
用」（研究代表者・森山聡之）の研究助成によるも
のである。

参考文献
青森県：１０月６日から８日にかけての低気圧に伴う大

雨，強風における被害について（１１月１０日１３時），
http://www.bousai.pref.aomori.jp/saigai/２００６１００６
teikiatsu/higai２００６１１１０_１３００.htm，２００６年１２月２７
日参照，２００６．

福島県：平成１８年１０月６日 大雨・洪水による被害
状況等（第１２報：最終報，１０月７日１１時），http://
www.bosai.pref.fukushima.jp/saigaig/sokuhou/２００６
１００６_０２６７_０１２.html，２００６年１２月２７日参照，２００６．

林 春男・田村圭子：２００４年７月１３日新潟水害にお
ける人的被害の発生原因の究明，地域安全学会
論文集，No．７，pp．１９７-２０６，２００５．

北海道：H１８．１０．６～ 低気圧による被害・対策状況（第
２８報・最終報，１１月２４日１７時），http://www.pref.
hokkaido.lg.jp/NR/rdonlyres/B０D０１２２８-９１B５-
４２F１-９２A５-７B３BA４CC９B１D/９４０７８７/dai２８hou.pdf，

２８８



自然災害科学 J.JSNDS26-3（2007）

２００６年１２月２７日参照，２００６．
岩手県：波浪警報発表に伴う対応状況（１０月８日１１

時），http://www.pref.iwate.jp/%７Ehp０１０８０１/index/
saigai１０-１０-１６３０.pdf，２００６年１２月２７日参照，２００６．

気象庁：１０月の天候，http://www.data.kishou.go.jp/stat/
tenko０６１０.pdf，２００６（２００７年１月１２日閲覧）．

国立天文台：理科年表 平成１８年，丸善，２００６．
葛巻町：H１８．１０．６～８大雨洪水被災状況（平成１８年１０

月２７日現在），葛巻町公表資料，２００６．
松田磐余・花井徳寶・望月利男：長崎豪雨災害と台

風８２１０号災害による人的被害と対策上の諸問
題，総合都市研究，No．２３，pp．１０７-１１５，１９８４．

宮城県：平成１８年１０月６日の大雨による被害（最終報，
１１月１７日），http://www.pref.miyagi.jp/kikitaisaku/
saigai/０６１００６flood_２１.pdf，２００６年１２月２７日参照，
２００６．

牛山素行：２００４年台風２３号による人的被害の特徴，自
然災害科学，Vol．２４，No．３，pp．２５７-２６５，２００５．

牛山素行・吉田淳美：台風０５１４号豪雨災害による人
的被害の分類，東北地域災害科学研究，No．
４２，pp．１４３-１４８，２００６．

牛山素行・國分和香那：平成１８年７月豪雨による人
的被害の分類，水工学論文集，No．５１，（受理
済），２００７．

山形県：１０月６日の大雨による被害状況（終報 １０
月１０日８時），http://dww.pref.yamagata.jp/bousai/
ooame２００６１０１００８００.pdf，２００６年１２月２７日参照，
２００６．

（投 稿 受 理：平成１９年２月１９日
訂正稿受理：平成１９年７月９日）

２８９


